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　地域リハビリテーションの未来の構築に向けて、
理学療法士協会、作業療法士協会、言語聴覚士協
会（以下、PT協会、OT協会、ST協会）の各会長を
招いた「特別セッション（オンライン研修会）」が
2023年９月23日に開催された。
　今号の巻頭特集では①当協会の地域リハ推進委
員会委員長の平田好文常務理事の講演、②３協会
長の講演、③３協会長の鼎談―の３部構成で行
われた同セッションの概要をご紹介する。
※「リハビリテーション」は読みやすさを優先に「リハ」と
省略した部分があります。

◆開会挨拶、平田常務理事の講演◆
切れ目のない地域リハの体制を整備

　開会挨拶で佐藤吉沖常務理事（研修委員会委員

長）は、本日のオンライン研修会は「地域リハビリテー
ションの取り組みと今後の展開～リハビリテーション専
門職の立場から～」に焦点を当てて、各療法士協会
の会長にご意見をいただく特別な機会であると説明し
た。
　また、2024年度の診療報酬改定に向けて議論を重
ねている中医協の「入院・外来医療等の調査・評価分
科会」の９月６日の会合において、回復期リハビリテー
ション病棟のリハ専門職が地域貢献活動に積極的に
関与することが議論されたことを紹介。介護予防事業
への協力や地域ケア会議への出席などの地域貢献
活動の推進方策が、今後の検討課題になるだろうと
指摘した。
　そうした状況も踏まえて、本日の研修会では地域リ
ハの今後の展望について共有することを期待する、と

述べた。
　続いて平田好文常務理事（地域リハ推進委員会
委員長）が「地域リハビリテーション活動 職能団体に
期待すること」と題して講演した。

　その概要は、以下のとおり。
●地域づくりセンターで地域リハを推進
　本日の研修会のキーワードとして、①地域リハビリ
テーションにおける地域連携と人材育成、②地域リハ
ビリテーションの進展と未来の健康な社会を築くため
のアイデア、③地域リハビリテーションの未来を構築
―の３つがあります。
　私が院長をつとめる熊本託麻台リハビリテーション
病院は、回復期リハ142床で、熊本地域リハビリテー
ション広域支援センターと、地域包括支援センターを有
しています。
　以下では私たちの課題を中心にお話しします。
　まず地域リハの定義・推進課題を再確認すると、
「地域リハビリテーションとは、障害のある子どもや成
人・高齢者とその家族が、住み慣れたところで、一生安
全に、その人らしくいきいきとした生活ができるよう、保
健・医療・福祉・介護及び地域住民を含め生活にかか
わるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの
立場から協力し合って行なう活動のすべてを言う」と、
当協会で定義しています（2016年版）。
　また推進課題として、①リハビリテーションサービス
の整備と充実、②連携活動の強化とネットワークの構
築、③リハビリテーションの啓発と地域づくりの支援
―の３課題を掲げています。
　はじめに①のなかの「急性期・回復期・生活期リハビ
リテーションの質の向上と切れ目のない体制整備」に

関する当院の挑戦を紹介します。
　当院の回復期リハ病棟のリハ専門職に「在宅への
興味」を尋ねると、「在宅生活のイメージが湧かない」
といった回答があり、さらに「在宅に興味がない」が
10％もあり、すごいショックでした。また退院後のリハの
継続率は５割弱（46％）でした（2021年12月）。他院で
は80％のところもあり、これもすごいショックでした。
　一方、当協会の実態調査で、回復期リハ病棟退棟
後のADLの状況をみると、外来・訪問・通所の各リハを
提供するとADLが上がり、しないと下がっている。それ
をリハ専門職に説明しました。
　そして退院後リハの充実に向けて「地域づくりセン
ター」を2020年７月に設立。「切れ目のない体制整備」
に向けて、生活予測の導入、生活再構築スケジュール
の作成、退院後リハの継続、社会参加―に取り組み
ました。
　まず◇入院中に退院後の生活を予測し、◇訪問リ
ハやデイケアなどを組み込んだ退院後の「生活再構
築スケジュール（24時間、週間）」を作成。◇退院前カ
ンファレンスで情報を共有し、退院後のフォローアップを
する、という仕組みです。
　それを推進するのが「地域づくりセンター」のスタッ
フです（７名）。
　また、①のなかの「ライフステージにそった適切な総
合的リハビリテーションサービスの提供」では、小児期・
就学期・就労期・高齢期のそれぞれで社会参加を進
めます。具体的な活動として「就学就労支援センター」
を設け、作業療法士を含む計10名の両立支援コー
ディネーターが支援をしています。回復期リハ病棟を退
院後の就労復帰率は全疾患の平均で約６割となっ
ており、復帰後に維持できる仕組みが必要だと考えて
います。
●医療介護連携を強化、地域づくりを支援
　次の推進課題「連携活動の強化とネットワークの構
築」では、医療介護・施設間連携の強化と多職種協働
体制の強化に取り組みました。具体的には「くまもと、医
療と介護施設の連携を考える会」を2023年６月に設
立。近隣の30の訪問診療施設に呼びかけ、勉強会な
どを行っています。
　第３の推進課題「リハビリテーションの啓発と地域

づくりの支援」では、「転倒骨折しない街づくり」を提案
しています。骨折は「病気ではなく事故だ」という観点
で、病院内に限らず、いろいろなところで啓発しよう、と
いう提案です。
　具体的には４つのプロジェクトチーム―①病院
内骨折予防チーム、②施設内骨折予防チーム、③家
屋内骨折予防チーム、④家屋外骨折予防チームをつ
くりました。また熊本県の地域医療介護総合確保基金
で予算化して「啓発ボランティア」の育成や、転倒予防
に向けて「車止め色塗り隊」（写真）を結成するなど、
２年かけて推進しているところです。

　以上の活動を踏まえて地域リハの推進に向けて職
能団体に期待することは、①地域リハに興味をもつ人
材の育成、②地域包括ケアを地域リハで支えるための
挑戦と活動できる環境づくり、③全世代型リハビリテー
ションを地域で育成。特に社会参加をサポートするス
タッフの育成―の３点です。

◆斉藤PT協会長の講演◆
ＰＴ協会の取り組みと今後の展開

　はじめに本会会員の年齢分布状況をみると40歳以
下が７割以上を占めます。そうしたなかで生涯学習制
度として①登録理学療法士制度、②認定理学療法士
制度、③専門理学療法士制度―があります。①登
録理学療法士制度は免許の更新制をめざして検討
してきたものです。５年ごとの更新制で61,939人（会員
の63.5％）が登録しています。
　一方、②③は、その上位制度ではなく並行して取得
するキャリアという位置づけです。②認定理学療法士
制度は、多くの病院の現場で教育を担っていただき
14,567人（10.7％）を認定。③専門理学療法士制度は
1,712人（1.3％）です。
　また、それらとは別に「理学療法標準評価」をつくっ

ており、今後普及させていきます。
●理学療法の重要性と2030年ビジョン
　理学療法は、①創傷の治癒を促進、②疼痛を軽減
する、③組織の柔軟性を高める、④関節可動域を拡
大、⑤筋力増強を図る、⑥目的動作に必要な運動学
習を遂行、⑦その人らしい活動・参加耐容能を確保す
る―という過程がありますが、「③組織の柔軟性を
高める」で止まっているイメージが強いので、ぜひ払拭
してください。
　また歩行練習は、自立歩行できないからと練習をや
めてしまわずに、機能維持・廃用予防や認知症ケア等
の観点で継続することが必要です。
　対象者の自立度別に専門職が役割を分担する考
えに関しては、FIM（機能的自立度評価法）で画一的
に分担するのではなく、残存機能・能力を見つけるた
めにはFIM７（問題なし）からリハ専門職としてみること
がポイントです。
　次に本会の取り組みについて。地域共生社会の実
現に向けて「2030年の国民の生きがいを支える理学
療法士のビジョン」をまとめ2023年３月に公表しまし
た。全世代、病気・障害に関わらず歩行を守り、生涯歩
行期間を延伸すること、また、ゆりかごから墓場まで理
学療法が関与することを目標として掲げています。
　なお世界に目を向けるとWPT（世界理学療法連
盟）の理学療法のポリシー声明では、「理学療法士は
健康増進、予防、治療／介入、リハビリテーションの領
域において、生活（人生）の質や動きのポテンシャルを
見極め、また最大化することに関わっている」と表明し
ています。例えば「腰が痛い」という主訴を聞いて、す
ぐに徒手療法的なことをするのではなく、病態の確認
や評価、予後予測をして、目標設定・プログラム作成な
ど一連のプロセスをきちっと行う。それができていない
と理学療法とはいえません。
●地域共生社会の実現と地域リハの展開
　地域共生社会の「自助・互助・共助・公助」のうちの
共助では、「急性期」や「在宅」においてリハ・リハ専門
職の濃度（活動力、人員数等）を普段から高めるべき
と本会では考えています。そうすれば自然災害やコロ
ナ等が流行した際に、医師や看護師は命によりかかわ
る業務に集中できます。2024年度のトリプル改定では、

そのあたりを中心に要望しています。
　次に自助・互助における理学療法では、健康づくり・
予防があります。７月17日の理学療法の日の周辺では
毎年、全国一斉キャンペーンを開催しています。また、
当協会顧問の大田仁史先生が考案した「シルバーリ
ハビリ体操」の指導士養成事業については本会の前
会長が全国展開する方針を打ち出しました。この体操
は運動療法の原理原則からみて理にかなっており、ま
た住民参加型ではなく、住民主体型の要介護予防シ
ステム構築のモデルでもあるからです。
　学校保健関連では、運動器健診で理学療法士を
活用したいと整形外科の先生方が考え、関連のセミ
ナーが開催されています。

　産業衛生分野では、腰痛予防キャンペーンを本会
会員施設で開始しています。また第14次労働災害防
止計画（2023～2025年度）では「理学療法士等を活
用」と明記されたので、これから展開していく予定で
す。
　障害者就労では理学療法士の支援（定着支援な
ど）を検討しており、今後は３協会で協力して対応し
ていく見込みです。また障害関連では自立訓練が進
んでいないことから、トリプル改定に向けて通所リハ事
業所をみなし事業所として自立訓練ができるようにす
ることを模索しています。
　次に公助における理学療法に関しては、国際保健
の分野では世界理学療法連盟学会が2025年に東京
で開催される予定です。
●地域リハも「あきらめない」ことが大切
　リハビリテーションでは、総合的にみるという概念と、
３職種それぞれの専門性を尊重するという両面を発

展させていくことが求められます。
　その基盤として、まずは３職種の協議体を全都道
府県でつくるべきと考えます（８県ほどが未整備）。さ
らには２次保健医療圏あるいは市町村ごとに、医師
会・地域包括支援センター・病院や施設等と連携でき
るようにすることが大切です。
　虚弱・軽度者への支援では、関係者・関係団体の連
携がより成熟していくと思います。一方、中・重度者へ
の支援については、例えば茨城県ではリハ３職種が
ケアマネジャーと同行訪問する仕組みを検討しており、
そうした体制整備が住民参加のもと全国で進めばい
いなと思っています。
　さまざまな困難はありますが、地域リハにおいても
「あきらめない」ことが大切です。「できない理由ではな
くできる理由」を考え、新しい未来を志向していただけ
ればと思います。

◆山本OT協会長の講演◆
地域で暮らす、その人らしい生活を実現

　当協会の地域リハの定義では「生活にかかわるあ
らゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの立場か
ら協力し合って行なう活動のすべてを言う」とあります
が、非常に大事な定義です。
　そして活動指針の５番目の「今後は、専門的サービ
スのみでなく、認知症カフェ活動・認知症サポーター・ボ
ランティア活動等への支援や育成も行い、地域住民に
よる支え合い活動も含めた生活圏域ごとの総合的な
支援体制ができるよう働きかけていくべきである」に注
目しました。本日はその一部をご紹介します。
●地域で求められる作業療法士の支援とは
　これからの高齢者支援は、その人らしい生活の具
現化がテーマになります。
　作業療法士の専門的支援におけるプログラムの作
成では、個人因子、心身機能、活動、参加、環境にバラ
ンスよく働きかけることに注意します。そして生活行為
（必要な、求められる、希望する）について評価・分析し
て、段階づけたプログラムを計画し実施します。プログ
ラムは、基本的、応用的、社会的の３種類のプログラ
ムに大きく分けられます。
　具体例を２つ紹介します。Ａさんは「家族やヘル

パーの介助なく、自宅の風呂に家族と同じ時間帯に入
る」ことを目標にしました。作成したのは、①必要な筋力
を強化する基本的プログラム、②浴槽を安全にまたぐ
動作練習をする応用的プログラム、③実際の自宅浴
室で行いたい入浴行為を遂行するための社会適応
プログラムです。
　Ｂさんは「自宅の隣にある畑の水まきと野菜の収穫
ができる」ことを目標にしました。必要な作業工程は、企
画準備力、実行力、検証完了力に分かれ、どうやった
らその工程をクリアできるのかを検討します。
●市町村担当者配置事業をスタート
　次にOT協会の取り組みをご紹介します。本会は
2015年に地域包括ケアシステム推進委員会を設け、
①人材育成研修を2022年度までに計24回実施。また
②「地域包括ケア参画の手引き～作業療法士に求め
られる生活行為向上の視点を用いて～第２版」を作
成しています。
　2023年度からは協会重点事業として「市町村担当
者配置事業」をスタートさせました。全国の市町村にお
いて、行政や他職能団体、地域機能をつなぐ窓口を地
元の会員が担うもので、行政担当者との連携や地域事
業に参画する人材把握や派遣の調整等を行います。
　認知症リハも重要課題として取り組んでいます。本
会では今年、地域社会振興部を新たに設けました。そ
のなかの地域支援事業課に認知症対策班があり、各
都道府県士会とともに、各種事業を展開しています。
ホームページでは認知症に関する都道府県士会活動
報告を公開しています。
●地域共生社会の実現に向けた今後の課題
　本会は５か年戦略を策定しており、今年度は「第四
次作業療法５か年戦略」の初年度になります。
　今回は「地域共生社会」と「組織力強化」の２本立
てで、前者では、その地域で暮らすすべての人 を々対
象に、地域における人と人のつながりを取りもち、人と
社会のつながりをつくり出す作業療法を実現していき
たい、と明記しています。
　今後の課題としては次の６点があると考えていま
す。①社会資源の地域格差（地域包括ケア推進の格
差、人口の偏重）、②地域専門職（介護、ケアマネジャー、
行政担当者等）の人材不足、③生活期（地域）に必要

な知識と技術をもった作業療法士が地域のなかで活
かしきれておらず、かつ生活期（地域）に必要な専門
職である作業療法士の絶対数が少ない、④医師会や
看護協会、ケアマネジャー、MSW等、各団体との連携
のあり方は地域によって異なる、⑤各都道府県に各都
道府県士会活動を把握するための、例えばリハビリ
テーション支援センターが充足していない、⑥医療から
生活期・終末期等に派遣する制度設計等の仕組みが
十分ではない。

　本日ご紹介した取り組みをさらに推進していくため
には、本会と都道府県士会の強い連携が必要です。
その上でリハ専門職団体、そして当日本リハビリテー
ション病院・施設協会等との連携の強化が必須です。

◆深浦ST協会長の講演◆
介護予防・障害分野で地域リハを展開

　リハ協会は地域リハの活動指針として計５項目を
掲げていますが、その中の介護予防にかかわる「地域
リハビリテーション活動支援事業」と、障害のある方の
社会参加の促進に関する「失語症者向け意思疎通
支援者養成・派遣事業、難聴高齢者に関する取り組
み」に的を絞りお話しします。
●地域ケア会議や通いの場などに派遣
　まず地域リハビリテーション活動支援事業につい
て。厚生労働省の要請を受けて３協会による都道府
県ごとの協議体の立ち上げと、人材育成や派遣調整
の体制づくりに向けた取り組みが2014年にスタートし、
同年８月に「介護予防市町村支援事業実施に関す
る研修会」が、翌2015年４月と16年３月に都道府県の
会長を集めた「リハビリテーション専門職団体協議会

主催合同都道府県士会会長会議」が開催されまし
た。そうして地域リハ活動支援事業が推進されること
となりました。
　地域リハ活動支援に資する人材育成の状況をみる
と「地域包括ケア推進コース」は1,207名、「介護予防
推進コース」は1,059名、延べ2,266名が修了（2022年
度末）。研修修了者は47都道府県士会の約７割の34
士会で輩出しています。
　地域リハ活動支援の取り組み状況をみると、言語聴
覚士の派遣市町村数は令和元年度に364市町村ま
で伸ばしましたが、コロナ禍で若干減少し、令和３年
度は342市町村となっています。
　派遣先は、「地域ケア会議等」が最も多く、次に多い
のが「住民主体の通いの場」で、そのほか「個人宅」
「事業所」などもあります。

　地域ケア会議で言語聴覚士が関与する状態像は
◇口腔機能および摂食嚥下機能低下、食事摂取量
低下◇難聴◇失語症を含めた高次脳機能障害◇認
知症および認知機能低下（MCI）などが多くなってい
ます。通いの場では、介護予防に資する「口腔機能向
上プログラム」や「認知機能低下予防プログラム」の指
導、それから難聴への対応方法や高齢者の食事支
援等の講話などを行っています。
　課題として、2022年度に都道府県士会を対象に実
施した調査では人材確保・体制整備が挙がっていま
す。具体的な声では「派遣に対する所属施設の理解・
協力が不足しており許可が得られない」「言語聴覚
士の認知度の低さや人材不足」「言語聴覚士自身の
消極性」などがありました。派遣をしていない都道府県
士会からは「派遣調整やマネジメントは困難」「人材

不足」などがありました。
●失語症者の社会参加を支援
　次に失語症者向け意思疎通支援者養成・派遣事
業について。障害者総合支援法（2012年公布）では、
地域生活支援事業に「意思疎通支援を行う者を養成
する事業」が追加されました。
　支援内容は①外出支援、②交通機関の利用援助、
③会議等での内容理解の援助、④同障害者とのコ
ミュニケーションの援助、⑤公共施設の利用援助、⑥
買い物・娯楽施設などの利用援助―があります。失
語症者の社会参加を促進する上で、非常に重要な支
援です。
　養成カリキュラムは必修科目と選択科目（各40時間）
で構成。これまでに指導者養成研修は795名が修了。
本協会と都道府県士会は養成講座に講師を送り、支
援者の養成事業は41地域で、実際の派遣事業は20
地域で行われています。
　この事業は公助の取り組みですが、支援者は地域
の一般住民であり、地域において互助の中心的役割
を果たし、失語症者への理解と支援が進むことが期
待されます。
●高齢社会における難聴対策の重要性
　次に難聴高齢者に関する取り組みについて。難聴
の有病率は年齢とともに高まり聴力悪化の程度も大き
くなります。加齢性難聴が進行すると◇コミュニケー
ションの低下◇社会参加からの回避、参加機会の喪
失◇社会的孤立◇うつ・不安の状態になるといわれて
います。また難聴は認知症の重大な原因であり対策
の重要性が叫ばれています。
　自民党の難聴対策推進議連が2019年に発足し、
「Japan Hearing Vision～ライフサイクルに応じた難
聴者（児）支援を実現するために～」が作成されまし
た。その際に成人の難聴に関して当協会は、高齢期
難聴に関する啓発事業の推進や、聴覚障害者情報
提供施設への言語聴覚士の配置など５項目を提言い
たしました。
　高齢難聴の課題として「早期発見」と「補聴器普
及」があります。補聴器は高価なため、軽・中等度難聴
児は補聴器助成事業により全国で援助されています
が、高齢者への補聴器助成実施自治体は少ないのが

現状です。そうしたなかで地域ケア会議では難聴や補
聴器などの相談があります。
　また地域では「難聴や補聴器に関する出前講座」
や「地域住民が集う場での難聴者のチェックや助言」
などが行われています。山形市の「聴こえくっきり事
業」では、①介護予防教室での普及啓発、②早期発
見、③早期対応、④フォローアップ、⑤データ分析を、参
加団体が連携して実施しています。
　そのほか本協会は「補聴器適正普及に関する懇
話会」に参加し、普及につとめています。また今年度
は日本医学会連合の「加齢性難聴の啓発に基づく健
康寿命延伸事業」に参加し、啓発事業を推進してい
きます。
　高齢難聴における言語聴覚士の役割としては次の
５項目があると考えています。①住民・行政等への広
報・啓発活動と地域づくり、②高齢者に関する地域活
動の一環としての難聴支援、③高齢難聴者への専門
的支援／a早期発見（高齢者集団の中での気づき、
健診活動）、b評価と補聴器装用支援（連携）、④生活
支援、⑤関連団体との連携構築。
　現在、耳鼻咽喉科等の診療所への言語聴覚士の
雇用を進めています。難聴、嚥下障害、言葉の障害な
どに関して大きな力を発揮すると思います。

◆３協会長の鼎談◆
人材育成が進行中、連携強化を進める

　３協会長の鼎談は療法士の資質向上・人材育成
や、連携の強化等に焦点を当てて行われた。座長は
平田好文、佐藤吉沖の両常務理事がつとめた。
●人材育成の現状と課題をさぐる
平田座長：はじめに地域リハに取り組むリハ専門職
の人材育成の現状はいかがでしょうか。
斉藤：介護保険の「地域リハビリテーション活動支援
事業」等には３職種とも一定数が参加しています。一
方、病院から地域へのアウトリーチはこの間、減少して
きていると感じています。
山本：地域リハは生涯教育のテーマの１つとして取
り入れています。コロナ禍で学習機会は減少していま
したが、その一方でWeb会議を活用して研修会を開
催することで多くの参加を得られており、今後も育成を

進めていきます。
深浦：地域リハに特化した研修は未実施です。一
方、地域包括ケアシステムに資する研修は、先ほど紹
介したとおり延べ2,266名が修了しています。ただし、そ
の修了者の地域ケア会議等への派遣は所属施設の
理解が必要なので、可能なところが対応しているのが
現状です。
佐藤座長：キャリアラダー（キャリアアップをめざすた
めの開発プラン）などの仕組みと、そのなかでの地域リ
ハの位置づけを教えてください。

斉藤：キャリアラダーは検討中ですが、生涯学習制度
のなかの「登録理学療法士」は全会員の履修をめざ
しており、５年間の更新期間のなかで地域リハは必修
としています。また「認定理学療法士」制度には「地域
理学療法」という認定分野があります。それらとは別に
「介護予防推進リーダー」や「地域ケア会議推進リー
ダー」を養成する研修もあります。
山本：PT協会と同様に「認定作業療法士」「専門作
業療法士」の制度がありますが、修了者数は前者が
1,300名、後者が計130名と、まだ非常に少ないのが現
状です。そこで今後は「登録作業療法士」は５年以内
に、「認定作業療法士」は約10年でとれる仕組みをつく
り、そのなかに地域リハの概念をしっかりと入れていく。
そうした生涯教育制度の再構築を、協会・都道府県士
会・学校養成施設を結ぶ「教育コンソーシアムの構想」
のなかで行う考えで、キャリアラダーも検討中です。
深浦：人材育成ラダーは作成済です。計５段階、10
年間くらいを想定してつくりました。それに基づいて生
涯学習システムも見直しを進めています。平成20年度
に開始した「認定言語聴覚士」制度は摂食嚥下障害

領域や失語・高次脳機能障害領域など６領域あり計
918名が認定されています。
平田座長：リーダーになるためにクリアすべきレベル
の設定等はありますか。
斉藤：PT協会の「登録理学療法士」はジェネラル、
浅く広くという位置づけで５年更新制とし、地域を支え
る人材になっていただく。それと並行して「認定理学療
法士」を取得していただく仕組みです。リーダーになる
ための管理者研修は、それとは別に必要と考え、議論
しているところです。
山本：教育コンソーシアム構想では、管理者を育成す
る研修等もしっかりとつくっていかなくてはと考えていま
す。また、それとは別にMTDLP（生活行為向上マネジ
メント）という、現場に即した内容のマネジメントツール
がすでにあり、その研修は約５万人の会員が受講済
です。
深浦：認定言語聴覚士の制度は、各領域について
５年程度経験した者を想定し、今後の発展に向けた
節目という意味も込めています。若い人が急増したこと
もあり自己流になっている可能性もあるので、知識や臨
床能力を整理し、現場で活かせる実践的な内容にし
ています。そして次のステップとして「専門言語聴覚
士」について細部の検討を進めているところです。そ
のほか実践的な実務者講習会なども開催しています。
●リハ協会と３協会の連携強化に向けて
佐藤座長：当協会では「地域リハ塾」（計８日間、対
象は全職種）を平成30年から開講しており、修了者は
地域リハのリーダーになることをめざしています。その
地域リハ塾の修了者と３協会の活動の連携強化は
課題の１つだと思います。
斉藤：地域リハ塾の修了者が市町村事業の担当者
になっていただく、あるいは都道府県士会の役職につ
いていただく、といった仕組みができるといいなと思い
ます。また地域リハ塾にとどまらず、リハ協会と３協会
がどうブリッジをつくるかは、地域リハ発展の重要な
キーになると考えます。
山本：他団体の認定制度や資格等とのリンクは、実
際には簡単ではありませんが、事業の共同実施の推
進は可能です。また他団体の研修等の修了証を持っ
ているとポイントになる仕組みを広げることは検討課題

だと思います。
深浦：やはり現場で学び合うことが重要です。また単
独の職種では実施困難な領域は当リハ協会でやって
いただき、それに我々がどうコミットしていくかが課題に
なると思います。
佐藤座長：地域リハでは多職種連携も大切ですが、
３協会で連携して実施しているプロジェクト等はありま
すか。また連携の地域格差の解消に向けた動きはあり
ますか。
斉藤：先ほど深浦会長がご紹介した３協会の全国
の都道府県士会の会長が集まる会議は、2015、16年
と２年連続で開催されましたが、中断しています。ただ
し８県くらいを除く都道府県には何らかの協議体があ
るので、それを全都道府県でつくることが第１の課題
です。また都道府県士会にはリハ３職種の連携を進
めるよう要請しています。
山本：３職種が一枚岩になっていることがとても大事
です。その利点は、例えば行政との渉外活動が楽で
効率的です。また３職種共通の理念があるので、共
通した人材育成ができます。山梨県では３年ごとに合
同の学会を開催していますが、全国的に展開してもい
いでしょう。３職種が連携した政治活動も非常に効果
があります。
深浦：３協会の全国の都道府県士会の会長が集
まった2016年の合同会議から７年以上が過ぎ、各都
道府県士会の会長も交代したりしているので、再開が
必要かもしれません。これからも協力してやっていきた
いと思います。
佐藤座長：私は山梨県のリハ専門職団体協議会の
会長もしていますが、県の３士会とリハ病院団体との
連携を深め、医師会や看護協会などの関係団体との
連携強化につながればと思います。これからも３協会
と当リハ協会が力をあわせて、リハ医療、地域リハを進
めていきましょう。

平田座長（閉会挨拶）：今回の特別セッションを通じ
て、地域リハの課題が、かなりみえてきたのではないで
しょうか。今後さらに深掘りや新たなアプローチをして、
地域リハを展開していきたいと思います。本日はありが
とうございました。
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　私事にはなりますが、急性期病院での36年間の
診療の後に、法人内異動で札幌西円山病院に赴任
しましたが、70歳役職定年までは残り９年ほどあ
りました。
　2014年に院長を拝命し、その時点で当病院は、
854床のうち306床の介護療養病床、292床の医療
療養病床を保有していました。すでに介護療養病
床の廃止が決まっていたので、これを契機に将来
を見据え、リハビリテーション（以下、リハ）を
骨格の１つとした多機能慢性期病院に発展させる
こととしました。第１期の３年間は変革期、第２
期はその変革に根差した発展期、最後の３年間は
その成果の収穫期と位置付けて病院改革を進めま
した。
　第１期、第２期と順調に進み、まさにその成果
を収穫しようとした矢先に、全世界規模でコロナ
ウイルスがまん延する状況となりました。当初は
得体が知れず、高頻度に肺炎を併発し重症化する
病態でしたので、当病院も医療機関や介護施設か
らの陽性者を引き受けて重点医療機関としての役
回りを担いました。感染力も強く重症化も懸念さ
れたので、感染防止と職員の安全を第一優先と考
え、リハ介入を控えました。

　コロナは無事完治しても、リハ介入を手控えた
結果、多くの患者さんにフレイル状態を発症・悪
化させる事態を招きました。入院中にフレイルを
つくってしまうことになり、結果としてリハ専門
職員の無力感、モチベーションの低下を招くとい
う悪しき事態となったことは忘れもしません。
　リハ専門職員のなかから、フレイル発症・悪化
を招かないためにできる限りの工夫を試みたいと
の声が上がりました。感染制御チーム（ICT）か
らの複数回におよぶ指導のもとに感染症対策レベ
ルを上げ、さらに斉藤正身会長にお願いして、コ
ロナ対策を中心に霞ヶ関南病院を見学させていた
だきました。
　その後もコロナ発症の根絶やしはできておら
ず、感染力はむしろ増している状況ですが、フレ
イル発症・悪化は防げています。得体の知れない
コロナに負けることなく、リハ専門職員の使命感
とそれに根差した工夫に裏打ちされ実践の尊さを
感じる結果でした。リハ専門職のみならず、各職
種いずれも同様の努力をしての結果ですが、おの
おのが専門職として患者さんの健康・疾病管理に
寄与し工夫に力を尽くすことを第一に考え行動す
ることを学んだ３年でした。

巻頭言

浦  信行
日本リハビリテーション病院・施設協会  理事
医療法人渓仁会 札幌西円山病院  名誉院長

感染症流行時の
リハビリテーション

はじめに

　地域リハ塾は、「地域リハビリテーションを推進す
るリーダーを育成することにより、地域包括ケアシス
テムを支える地域リハビリテーション体制を構築し、
地域づくりに貢献する」という理念のもと、2018年か
ら活動が始まった。

　リハ塾では先達による地域リハマインドを伝承し、
地域リハマインドの普及に携わるリーダーを養成す
る。リーダーは、次年度以降の地域リハ塾のカリキュ
ラムを作成し中心的に運営を務める。そういった戦
略のもと、まずは０期生（34名）と１期生（44名）が
カリキュラムを終了し、現在、地域リハ塾生として全
国で活動している。

【地域リハ塾活動報告】

地域リハ塾
2023
第1回開催
地域リハ塾運営メンバー 一同

巻頭特集Ⅱ

【地域リハ塾 コアメンバー】
酒井 達也（1期生）
運営副リーダー
兵庫県社会福祉事業団
総合リハビリテーションセンター
障害者支援施設
自立生活訓練センター

木村 繁文（0期生）
医療法人社団和楽仁
芳珠記念病院

波多野 崇（1期生）
一般社団法人巨樹の会
下関リハビリテーション病院

大塚  歩（0期生）
運営リーダー

社会医療法人雪の聖母会
聖マリアヘルスケアセンター

國井 崇洋（0期生）
運営事務係

医療法人博仁会
介護老人保健施設
大宮フロイデハイム

榊  望（0期生）
医療法人社団脳健会

仙台リハビリテーション病院
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※このページ以降の誌面をご覧いただく場合は、 

当協会への入会が必要です。 

 

 

ご入会のお手続きは下記へ 

↓ 

【入会について】 

https://www.rehakyoh.jp/join.html 

 

https://www.rehakyoh.jp/join.html



